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自動車リサイクル法における解体業、破砕業の扱い等について

１．自動車リサイクル法の目的

　使用済自動車の再資源化等に関する法律（以下「法」という。）は、

使用済自動車に係る廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保等を図る

ことにより、生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与すること

を目的とするものです。（法第１条）

２．解体業、破砕業等の定義

　法においては、以下のとおり定義されています。（法第２条第 13 項及び第 14

項、法施行規則第２条）

　解体業：使用済自動車又は解体自動車（他者により解体された後の残存物）

　　　　　の解体を行う事業

　破砕業：解体自動車の破砕及び破砕前処理（圧縮又はせん断）を行う事業

３．解体業、破砕業の許可基準等

（１）許可の基準

　解体業、破砕業を行おうとする者は、事業所所在地の都道府県知事又は保健

所設置市長の許可を受けなければなりません。（法第 60 条、第 67 条）

　都道府県知事等が行う許可の基準として、以下が定められています。（法第 62

条、第 69 条）

① 事業の用に供する施設及び申請者の能力がその事業を的確に、かつ継続し

て行うに足りるものとして主務省令で定める基準（許可基準）に適合する

こと

② 一定の欠格要件（業の許可の取消しを受けて５年を経過しないこと等）に

該当しないこと

（２）再資源化に関する基準

　また、解体業者、破砕業者は、使用済自動車又は解体自動車の再資源化に関

する基準として主務省令で定める基準（再資源化基準）に従い、使用済自動車

又は解体自動車の再資源化を行わなければなりません（法第 16 条、第 17 条）。

 これらの基準は、法の目的すなわち、廃棄物の適正処理及び資源の有効な利用

の確保を図る観点から定められることが必要です。



　このほか、使用済自動車及び解体自動車は廃棄物とみなされ、その取扱いに

あたっては、廃棄物処理法に基づく処分基準（廃棄物の飛散、流出、地下浸透

等を防止するため必要な措置を講ずること等）に従うことが求められます。（法

第 121 条）

　以上の各種基準の関係をまとめると、次ページのようになります。

今回の意見募集は、上記の許可基準及び再資源化基準を定めるにあたり、その

案及び設定の考え方等について広く皆様の御意見を伺うものです。
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